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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
わが国は、「違法に伐採された木材は使用しない」という基本的な考え方に基づき、これまで違法伐採対策に取り組んできました。

具体的には、
①　国内対策として、２００６年からグリーン購入法を活用し、合法性、持続可能性の証明された木材・木材製品を政府調達の対象とする措置を導入しました。それに伴い、林野庁は「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のためのガイドライン」を策定しました。

②また、二国間協力として、２００３年６月に署名された、日本とインドネシアの違法伐採対策に協力するための共同発表及び行動計画に基づき、インドネシアとの２国間協力を実施してきました。また、マレーシアなどその他の木材生産国等とも対話を行ってきました。さらに、新たな取り組みとして中国との協力が進みつつあります。

③　その他、地域間の取組としては、２００２年に我が国とインドネシアとが提唱して立ち上げたアジア森林パートナーシップ（AFP）における、各国の取組などについての情報共有を実施しています。また、多国間協力としては、横浜に本部のあるITTO（国際熱帯木材機関）を通じて、合法木材・認証木材の普及・啓蒙、貿易データの不整合の分析・調査などの協力を実施してきました。現在は、違法伐採対策のための技術支援や人材育成等に関する協力を実施しています。
　
このような取組を通じて、違法伐採対策を進めてきました。
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